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ビジネスルール可視化の効果検証
理解容易性の観点からの自然言語記述と図表の比較実験
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概要：システム開発の要求定義では，開発者は「ユーザ要求」と「ビジネスルール（BR）」の 2つの入力情
報に基づきシステム仕様の検討を行う．代表的な BRとして法令や規定があげられる．法令や規定の文書
は法律や業界の専門家向けであることが多く，開発者が読解するにはスキル・知識が求められる．もし開発
者の BRの理解に誤りや漏れがあればシステム仕様に不備が発生し，手戻り・追加作業のリスクも高まる．
そこで本稿では理解容易性の向上のために BR可視化の対応表を提案する．BR可視化の対応表は，BRの
種類を系統立てした BRの階層分類（最下層は 25分類）に対して，それぞれ BRの理解容易性の向上に寄
与する記法（図，表，グラフ等の合計 13個）を割り当てている．本稿では，BR可視化の対応表の効果を
検証するため，自然言語で記述された BR（BRテキスト）と，対応表を適用して可視化した BR（BRモデ
ル）を用意し，理解容易性の観点から比較実験を行う．実験では 47人の被験者を，BRテキストを読解す
るグループ（自然言語グループ）と，BRモデルを読解するグループ（記法グループ）の 2つに無作為に配
置する．両グループに記述内容の理解度を問う質問を提示し，回答結果（正答率）を比較する．質問ごとに
グループを構成する被験者の組み換えも実施する．結果，記法グループの正答率が，自然言語グループよ
り統計的有意に高くなり，BR可視化の対応表が BRの理解容易性の向上に効果があることが確認された．
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Abstract: In requirements engineering process, requirements engineers consider not only requirements from
system user but also business rules as such laws and regulations. From the aspect of system compliance,
when requirements engineers describe software requirements specification they have to fully grasp the con-
tents of the Business Rules (BRs) for making the development system comply with them. However, BRs
are generally described in natural language. Highly-skill is a must for requirements engineers to read the
BRs. This paper proposes a BR visualization matrix for improving the readability of the BRs. The matrix
comprises of two parts: hierarchical taxonomy of business rules and selection guide on modeling notations.
The taxonomy provides 25 fine granularity classifications on business rules. The guide indicates total 13
modeling notations (i.e., diagram, chart) on each classification for visualizing the contents of BRs We also
reports the case study. In the study, we prepared two groups from 47 participants. One group only read
the BRs in natural language. Other group read the modeled BRs by means of the proposed matrix. Each
participant of two groups is requested to answer the questions on the comprehension of the BRs. From the
results (i.e., correct rate), we found the tool contributes to the improvement of participants’ comprehension
on the BRs.
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1. はじめに

システム開発の要求定義では，開発者は「ユーザ要求」

と「ビジネスルール（以降，BR）」の 2つの入力情報に基
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づき，システム仕様の検討を行う [1]．1つ目のユーザ要求

には，ユーザがシステムを用いて実現したい内容が示され

る．2つ目の BRには，システムのユーザ，および実装さ

れたシステムが従うべき内容が記されている．

代表的な BRとしては，ユーザの属する企業・組織の規

定類や，企業・組織の属する国・業界の法規制等があげら

れる．企業・組織はこれらの BRの内容に従うことが求め

られる．当然，企業・組織で開発・運用されるシステムの

内容（システム仕様）も，BRの内容に正しく準拠してい

る必要がある．

特に勤怠管理，承認管理，人事管理，経費管理等に代表

される企業・組織の基幹系システムの開発では，準拠すべ

き法令・規定の内容を制約条件とし，要求定義（ユーザ要

求の分析）が行われる [1]．基幹系システムの開発において

参照される代表的な法令・規定として，就業規定，責任規

定，労働基準法，旅費運賃規定等があげられる．これらの

法令・規定は，業種・業界を問わず，企業が基幹系システ

ムを開発する際に準拠すべき文書（BR）である．

システムの開発者は，システムが BRに正しく準拠する

ために BRの内容を正しく理解することが求められる．開

発者は，ユーザからの要求に基づくだけでなく，BRへの

準拠もふまえたうえでシステム仕様の策定を行う．

一方で，BRの文書は法律や業界の専門家向けであるこ

とが多く，システムの開発者が読むことを想定して記述さ

れていない．加えて，多くの BRの文書は自然言語で記述

されており可読性も低く，開発者が理解するのは容易では

ない．開発者には読解のスキルや知識が求められる．

もし開発者の BRの内容理解に誤りがあると，策定され

たシステム仕様にも不備（BRの内容へのシステムの順守

不足や誤り）が生じる可能性がある．結果として，開発作

業の手戻りや追加作業のリスクも高まる．

自然言語で記述された BRを，記法を適用して表現（可

視化）することで BRの理解容易性が高まることは従来報

告されている [1], [2], [3], [4], [5]．一方，適用する記法は，

BRの内容により適切に選択するべきであり，実務者の判

断に委ねられている [3]．そこで本稿では，自然言語記述の

BRを可視化するうえで，理解容易性の向上に有効な記法

の選択に関する実務者のノウハウを形式知化した枠組みと

して，「BR可視化の対応表」を提案する．

「BR可視化の対応表」は，「BRの階層分類」と「推奨記

法の割当て」の 2つの部分から構成される．「BRの階層分

類」は BRの種類を系統立てて整理されている．開発者は

階層分類を参照することで読解対象の BRの種類を特定で

きる．「推奨記法の割当て」は，「BRの階層分類」（最少粒

度の 25個の BR分類）に対して，BRの理解容易性の向上

に有効な記法（図，表，グラフ等の合計 13個）を割り当て

ている．「推奨記法の割当て」を参照することで，開発者は

前述の階層分類で把握した BRの種類に対して，理解容易

性の向上に寄与する記法を選択できる．

本稿の構成は以下のとおりである．2章では，関連研究

を紹介する．3章では，BR可視化のアプローチの概要を

示す．4章では，「BR可視化の対応表」の開発内容を記す．

5章では，「BR可視化の対応表」の内容（BRの階層分類・

推奨記法の割当て）を提示する．6章では，「BR可視化の

対応表」の効果検証のための比較実験を記す．実験では 47

人の被験者を，BRテキストを読解するグループ（自然言

語グループ）と，BRモデルを読解するグループ（記法グ

ループ）の 2つに無作為に配置する．両グループに記述内

容の理解度を問う質問を提示し，回答結果（正答率）を比

較する．なお，質問ごとにグループを構成する被験者の組

み換えも実施する．7章では，比較実験の結果に基づき，

提案する対応表の有効性や実験結果の妥当性・信頼性を考

察し，まとめと今後の課題を 8章で述べる．

2. 関連研究

2.1 ビジネスルールの分類

BRの分類に関する議論や分類体系は，多くの実務家・

研究者から提案がなされている [1], [2], [3], [4], [5]．

Wiegers ら [1] は，BR を「ファクト」，「アクションイ

ネーブラ（AE: Action Enabler）」，「制約」，「推論」，「計

算」，の 5種類に分類している．「ファクト」は重要な業務

用語間の関係を表す．「アクションイネーブラ（AE）」は特

定の条件下で何らかのアクションを引き起こすルール，一

方で，「制約」は特定の条件下でアクションを制限するルー

ルが記述される．「推論」は特定の条件が真であるときに

提示・作成される情報を表すルールである．最後の「計算」

は特定の数式・アルゴリズムを使用して実行される内容が

記述される．

Wiegersら [1]の提案内容と類似する分類としては，BRG

（Business Rules Group）[6], [7], [8]や Halle [9]の提案する

分類があげられる．BRG [6], [7], [8]では，BRを Mathe-

matical calculation（数学的計算），Inference（推論），Terms

（用語），Facts（ファクト），Authorization（認証），Condition

（条件），Integrity Constraint（整合性制約），の 7種類に分

類している．一方で Halle [9]は，BRの分類として，Term

（用語），Fact（ファクト），Mandatory constraint（必須制

約），Guideline（ガイドライン），Action enabler（アクショ

ンイネーブラ），Computation（計算），Inference（推論），

の 7種類を提案している．たとえば，Wiegersの「ファク

ト」は，BRG [6], [7], [8]の分類では Termsや Facts，そし

て Halleの分類では Termや Factに対応付けされる．

Witt [10]は，完全なルール分類（A complete taxonomy

of rules）として，BRを 41種類に分類している．Wittの分

類の考え方は，はじめに 4つの大分類（定義（Definition），

データ（Data），活動（Activity），活動者（Party））を示し，

それらを意味的に詳細化していく．たとえば，大分類「定
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義」には 12種類の BRの分類が存在するが，そのなかに

「内包的定義（Formal intensional definitions）」と「外延的

定義（Formal extensional definitions）」の 2つがある．こ

れらはどちらも用語を定義する分類であり，Wiegersら [1]

の分類では「ファクト」に対応付けされる．Witt [10]の分

類では，両者は分類方法が異なる．前者は，その用語を構

成する要素に共通的な性質を示すことで定義する（例：「シ

ニア乗客」とはフライト時の年齢が 70歳以上の乗客のこ

と）．後者は，その用語の構成要素をすべて列挙すること

で定義する（例：「近親者」とは当人の「両親」「兄弟」「配

偶者」「子供」のこと）．Wittの分類 [10]では，このような

定義方法の意味的（例：外延的・内包的）な観点から細か

い分類を提示している．また，Wittは BRの定義をより広

範囲にとらえており，物理的制限や自然法則も BRの範囲

に含むとしている．

Wiegersら [1]，BRG [6], [7], [8]，Halle [9]らの分類は，

複数個の BRを 5つ（または 7つ）で分類する等，BRの全

体像を把握する際に活用できる．一方，Wittの 41個の分

類は，個々の BRの内容を詳細に理解する際に有用である．

筆者らはこれまでに，BR分類の全体像の把握と詳細な

理解を両立させるための 2階層の BR分類を考案し [11]，

これらの分類との記法の対応付け，記法のサンプル等を報

告してきた [12]．本稿ではこれまでの筆者らの研究報告を

充実・発展させて，「BR可視化の対応表」を提案する．加

えて，「BR可視化の対応表」の導出過程の提示および，対

応表の有効性の検証も行う．

2.2 制限言語によるビジネスルールの表現

2.2.1 制限英語によるビジネスルールの表現

BRを形式的な自然言語で表現する仕様として，SVBR（Se-

mantics Of Business Vocabulary and Rules）[13]が OMG

（Object Management Group）[14] から提案されている．

SVBRではビジネスの語彙，および BRのメタモデルを定

義している．SVBRで記述される BRは，表現可能な語彙

や文法に制限を課した制限英語（Controlled English）の形

態を持ち，BRの内容の曖昧さ（人による解釈の余地）を排

除した表現が可能となる．前述のWitt [10]も，SVBR [13]

の仕様を踏襲した BRの表現方法を提案している．

2.2.2 日本語に関する制限言語

日本語に対しても語彙や文法を制限した記述方法（制限

日本語）に関する研究は提案されている．田中ら [15] は

「法律や法令の条文は，一見多様な形態を持つと思われる

が，目的別に運用される一種の制限言語である」と定義し

ている．法律や法令は立案時に審査されるが，審査の観点

の 1つとして，一定の形式を持った記述であるのかも含ま

れる [16]．条文の表現・配列等の構成が適当であることや，

用字・用語に誤りがないことが確認される．

会社の規定や規約も「法令文に準じて起案されるような

文書」といわれている [17]．一般に規定や規約を作る人は，

法令のような記述をするように努める．すなわち，本研究

で扱う自然言語で記述された BR（BRテキスト）も制限

日本語である．一方で，非曖昧な記述であっても自然言語

記述の BRは可読性が低くなる．

2.3 図表によるビジネスルールの表現

Wiegersら [1]は，提案する 5分類の「ファクト」の内容

は，データディクショナリ（表形式）やデータモデル（クラ

ス図・ER図）で表現できるとしている．また，「計算」の内

容は，自然言語で記述するよりも数式（記号形式）で表すこ

とでより明確化されると述べている．ビジネスアナリシス

（BA: Business Analysis）の知識体系である BABOK [18]

は，BR分析の技術のなかで，複雑な BRは決定表（決定

木）を用いて表すことを推奨している．BRの実行環境とし

て多くのベンダから BRMS（Business Rule Management

System）が提供されている [2], [4], [5]．開発者が BRMS

を利用する際の BRの入力形式は，現状は各ベンダがそれ

ぞれ独自の決定表を定義している．Gottesdiener [3]は，複

数の要因や動作を有する複雑な BRを読みやすくするため

には，決定表（決定木）を作成するべきと主張している．

上述のように，図表を用いた BRの表現に関する研究は，

特定の記述内容の BRに対して，限られた記法（表形式，

クラス図・ER図，数式，決定表）を推奨するにとどまっ

ている．前述の Gottesdiener [3]も，すべての BRを決定

表で表すことが良いとは述べていない．表現形式（記法）

の選択は専門家の判断に委ねるべきと述べている．すなわ

ち，既存研究では，BRの記述内容に応じて適切な表現記

法を選択するための検討や考察には至っていない．

3. ビジネスルール可視化のアプローチ

3.1 「ビジネスルール可視化の対応表」の利用イメージ

図 1 に提案する対応表の利用シーンを示す．システムの

ユーザから BRを提示された開発者（要求エンジニア）は，

図 1 BR 可視化の対応表の利用シーン

Fig. 1 Use case of business rule visualization.
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図 2 BR 可視化の対応表の利用ステップ

Fig. 2 Adoption procedures of visualization tool.

自然言語で記述された BR（BRテキスト）に対して「BR

可視化の対応表」を適用し，記法で可視化された BR（BR

モデル）の作成を行う．もし対応表適用の過程で BRの内

容に曖昧や不明確な個所が発見されたら，要求エンジニア

は BRの提供元のユーザに内容確認を行う．

BRの可視化（BRテキストから BRモデルへの作成）を

通じて BRの理解容易性が向上する．これにより，開発者

（設計者）は BRの内容を正確に把握したうえで，BRの内

容に準拠したシステムの設計が可能になる．

3.2 ビジネスルール可視化の対応表に求められる要件

3.1節で述べた利用シーンを実現するために，「BR可視

化の対応表」に求められる要件を検討する．

提案する対応表の具体的な利用ステップを考察する（図 2

参照）．要求エンジニアは 2段階のステップで BR可視化

の対応表の適用を行う（表 3 参照）．はじめに，ユーザか

ら提示された BRテキストに記述されている内容から，対

応表の「BRの階層分類」を参照し，対象となる BRテキ

ストの種類の特定を行う．次に，対象となる BRテキスト

を記法で記述する．要求エンジニアは対応表の「推奨記法

の割当」を参照し，適用記法の選択を行う．要求エンジニ

アは対応表が提示する記法を用いて対象の BRテキストの

図表化を行い，BRモデルを作成する．

以上のような利用ステップを実現するうえで，BR可視

化の対応表に求められる要件は以下のようになる．

•「BRの階層分類」の要件：

要求エンジニアが，適用対象の BRテキストの種類を特定

できること．

•「推奨記法の割当て」の要件：
BR分類に応じて，BRの内容の理解容易性向上に寄与す

る記法が示されていること．

次章では，上述の要件を満たすために実施した BR可視

化の対応表の開発内容を示す．

図 3 BR 可視化の対応表の開発ステップ

Fig. 3 Development procedures of BR visualization matrix.

4. ビジネスルール可視化の対応表の開発

図 3 に提案する対応表の開発ステップを表す．図中の 3

つの役割（スイムレーン）のなかで，分類作成者は「BRの

階層分類」を策定し，モデル作成者とモデル評価者が「推

奨記法の割当て」の検討を担った．以降では各ステップの

実施内容を概説する．

4.1 「BRの階層分類」の策定

前章で述べた要件を満たすには，要求エンジニアが BR

分類の全体像の把握，および特定の BR分類の詳細な理解

を両立できることが必要となる．このため，既存の粗粒度

の BR分類と，細粒度の BR分類を統合した階層的な BR

の分類（BRの階層分類）を構成する．以下に BRの階層

分類を策定するための 3つのステップを記す．これらのス

テップは分類作成者が実施した．

(1-1) 統合対象の BR分類の選定

2章で述べた既存の BR分類のなかから，粗粒度の BR

分類としてWiegersの 5分類 [1]を，細粒度の BR分類と

して，Wittの 41分類 [10]を選定した．

細粒度の BR分類にWittの 41分類 [10]を選定した理

由は，2.2節で記した既存研究のなかで，提示されている

BRの分類数が最も多いためである．多様な視点で整理さ

れているWittの分類をベースにすることで，本稿で扱う

BRの種類をより多く扱うことができる．

(1-2) 分類要素のグループ化

前ステップで選定された BR分類の統合のために，はじ

めに BR分類の各分類要素を統一的な視点でグループ化を

行った．オブジェクト指向におけるモデル化（対象物の可

視化）では，3つの視点（構造，振舞い，機能）から整理・表

現する [19]．本ステップでもこの 3つの視点を用いて，上

述のWiegersの 5分類 [1]とWittの 41分類 [10]のグルー

プ化を行った．

表 1 に 3つの視点の定義，およびこれらの視点に基づく

Wiegersの 5分類 [1]との対応付けを示す．構造の視点で
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はファクトのみ，振舞いの視点ではアクションイネーブラ

（AE）と制約の 2つ，そして機能の視点では推論と計算の

2つがグループ化された．同様にWittの 41分類 [10]でも

グループ化を実施した．

(1-3) 分類要素のマッチング

前ステップでグループ化された単位で，粗粒度と細粒度

の BRの分類要素について意味的な対応付けを行った．そ

のうえで，粗粒度の分類要素を上位層に，細粒度の分類要素

を下位層にし，BRの階層分類を構成した．前述のWiegers

の 5分類 [1]を上位層に，Wittの 41分類 [10]を下位層に

し，BRの階層分類を構成した．加えて，対応する BR分

類のサンプル（BRテキスト）も策定した（付録A.3参照）．

4.2 「推奨記法の割当」の検討

前章で述べた要件を満たすには，BRの階層分類におけ

る細粒度の BR分類に応じて，BRテキストの内容の理解

容易性向上に寄与する記法が提示されていることが必要と

なる．以下に，推奨記法の割当ての検討するための 3つの

ステップを記す．表 2 には，検討過程で作成した中間成果

物（適用記法の検討表）もあわせて示す．最初の 2ステッ

プ（(2-1)，(2-2)）を実施するモデル作成者と，(2-3)ステッ

プを実施するモデル評価者は，異なる複数のエンジニアが

表 1 3 つの視点とWiegers の 5 分類との対応関係

Table 1 Mapping relation between three viewpoints and

Wiegers’s five types of business rules.

表 2 適用記法の検討表（抜粋）

Table 2 Business rule modeling notation evaluation matrix.

担当した．

(2-1) 記法の候補群の抽出

モデル作成者は，BRの階層分類の最下層（細粒度の BR

分類）に対応する BRについて，その内容の理解容易性の

向上が期待できる記法の候補を抽出した．記法の候補群の

抽出に際しては，モデル作成者の記法に関する知識の偏り

への依存を排するため，システム開発において広く利用さ

れている記法を集めた記法カタログをあらかじめ用意し

た．モデル作成者は，記法カタログから当該 BR分類の理

解容易性の向上に寄与する記法群を選定した．

本研究では，ソフトウェア開発経験 10年以上のエンジ

ニアが，モデル作成者として本ステップを実施した．モデ

ル作成者は，記法カタログを参照し，当該 BR分類に対し

て 3種類の記法候補を抽出した．

記法カタログの作成では，3つの情報源（SWEBOK [20]，

情報処理技術者試験のシラバス [21]，機能要件の合意形成

ガイド [22]）を参照した．SWEBOK [20]の 3章（Software

Design）には 18記法，情報処理技術者試験のシラバス [21]

の応用情報技術者試験（レベル 3）には 21記法，機能要件

の合意形成ガイド [22]には 18記法が述べられている．本

研究ではこれらの情報源で述べられている記法の重複を除

いた，合計 40記法を集めてカタログ化した．

表 2 の適用記法の検討表（抜粋）に，番号 14の BR分

類「事物などに対するアクタごとの操作の制限」の検討内

容を記す．表 2 の 5列目には，当該分類に対する 3つの記

法候補（決定表，箇条書き，ステートマシン図）が記され

ている．モデル作成者は，それらの 3つの記法候補の抽出

理由も表 2 の 6列目に記録した．抽出理由を明文化するこ

とで，経験を有する（ソフトウェア開発経験 10年以上）の

実務者のノウハウを形式知化した．
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(2-2) 記法の適用例の作成

前ステップで抽出した 3種類の記法それぞれに対して，

自然言語で記述された BR（BRテキスト）に適用し，BR

の内容の図表化（BRモデルの作成）を行った．

本研究では，BR テキストの情報源として法令・規定

類 [23], [24], [25], [26], [27], [28]の 6文書を用意した．モ

デル作成者はこれらの文書から，当該 BRの分類に対応す

る BRテキストを抜き出した．そして，前ステップで抽出

した 3種類の記法を適用し，それぞれの記法ごとに BRモ

デルを作成した．一方で，記法カタログには存在しないが，

これまでに活用したことがある等の理由で理解容易性の向

上が期待できるとモデル作成者が判断すれば，独自記法に

よる BRモデルの作成も行った（付録 A.1.3参照）．

(2-3) 推奨記法の選定

前ステップで作成した複数の BRモデルを対象に，モデ

ル評価者による評価を実施し，理解容易性の観点から有効

である記法（推奨記法）の選定を行った．ソフトウェア開

表 3 BR 可視化の対応表

Table 3 BR visualization matrix.

発経験 10年以上の 5人のエンジニアが，モデル評価者と

して本ステップを実施した．有効性の評価に際しては，各

記法に関するメリットとデメリットを全員で議論し，記法

の選定は合議制とした．記法の選定では，1つの BR分類

に対して 1つの記法を原則とした．

表 2 の 7，8列目に，前述の 3つの記法に対する可読性

の観点からの評価の内容を示す．モデル評価者は，モデル

作成者が記した記法候補の抽出理由，および実際に作成

した BRモデルを精査し，各記法のメリット（可読性が良

くなる点），および記法採用で生じるデメリット（可読性

が悪くなる点）を議論した．記法抽出の理由と同様に，メ

リット・デメリットの内容も記録し，経験を有する（ソフ

トウェア開発経験 10年以上）の実務者のノウハウを形式

知化した．そのうえで各記法の最終評価を 3段階で行い，

推奨記法を選定した．3段階の評価は「©（推奨される記
法）」，「�（状況により有効な記法）」，「×（有効でない記
法）」とした．表 2 の右端の列に示すように，当該 BR分
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類（番号 14）では決定表が推奨記法に採用され，BR可視

化の対応表にも反映された（表 3 参照）．

ここまでの 3つのステップを，BRの最下層分類の数（25

個）だけ繰り返し，推奨記法の割当てを検討した．

5. ビジネスルール可視化の対応表の提案

前章の開発内容を実施して得られた BR可視化の対応表

を提案する（表 3 参照）．以降では対応表の構成要素であ

る BRの階層分類，推奨記法の割当の内容を記す．

5.1 ビジネスルールの階層分類

表 3 の 2列目（最上位の階層）は，「(1-2)分類要素のグ

ループ化」で言及した 3つの視点を位置付けた．3列目の

層（粗粒度の分類）には，Wiegersの 5分類 [1]の分類要素

を，そして 4列目の最下層（細粒度の分類）には，Wittの

41分類 [10]をグループ化した分類要素を設定した．

2章で述べたようにWittの 41分類 [10]では，細かな説

明的差異（例：外延的定義と内包的定義）であっても異な

る分類として定義されている．しかしながら，実際のシス

テム開発の現場では，こうした細かな差異を要求エンジニ

アが区別することは必ずしも必要ではない．そこで作成し

た BRの階層分類では，このような意味的に類似する分類

要素は 1つに統合した．たとえば，前述のWittの 2つの

分類要素（外延的定義と内包的定義）は，本稿で作成する

BRの階層分類では「用語の定義」として統合している．

結果として，最下層の分類は合計 25個にまとめられた．

5.2 推奨記法の割当

表 3 の 5列目以降には合計 13個の記法が並ぶ．

選定された 13個の記法のなかには，2.3節で述べた既存

研究 [1], [3], [18]で推奨される (1)～(4)の 4つの記法（デー

タディクショナリ，データモデル，数式，決定表）が含ま

れる．残りの 9つの記法 (a)～(i)のなかには，記法カタロ

グには存在しない 3つの独自記法（フォーマット図，期限

チャート，時間帯グラフ）が含まれる．4.2節の (2-3)で

述べたように，これらはモデル作成者が理解容易性の観点

で有効であると判断して作成した BRモデルである．さら

に，モデル評価者も有用と評価し，選定した結果である．

独自記法であるため，これらの記法の意味と使い方は付録

に付記した（付録 A.1.3参照）．

25個の BRの分類のなかで「アルゴリズム」のみ，例外

的に 3つの記法（数式，アクティビティ図，折れ線グラフ）

が選定されている．前章で述べたように，原則は 1つの分

類には 1つの記法を選定している．一方で，「アルゴリズ

ム」に対応して抽出される BRテキストはその内容に応じ

て有効な記法が異なる，もしくは併用すべきとモデル評価

者は判断した．そこでモデル作成者が作成した 3つの記法

（数式・アクティビティ図・折れ線グラフ）をすべて採用し

た．アルゴリズムの BRは「数式」での表記を基本とする

が，記述内容（計算過程）に分岐やループが含まれる場合

は「アクティビティ図」も併用する．また，鉄道運賃のよ

うに入力値（乗車距離）に対して出力値（乗車運賃）が階

段状に変化するような場合は「折れ線グラフ」も併用し，

視覚的な表現により理解容易性の向上をはかる．

6. 比較実験

提案する対応表による BRの可視化が，BRの理解容易

性の向上に寄与するかを評価するため，被験者実験を実施

した．本実験の評価対象は，表 3 で選定された 13個の記

法から既存研究 [1], [3], [18]で推奨される 4個を除いた 9

個の記法（(a)～(i)）とする．本実験ではこれら 9個の記法

に着目し，被験者実験を通じて記法の有効性（被験者の理

解容易性の向上）の確認を行う．

6.1 実験計画

4年制大学でソフトウェア工学を専攻する学部生（47人）

を被験者とした．被験者は，3.1節の利用シーンにおける

「開発者（設計者）」を想定している．なお被験者には，BR

可視化の対応表の策定に関わった人はいない．実験では評

価対象の 9つの記法に対応した問題（9問）を作成した．

各問題では，自然言語グループには自然言語記述の BR

（BRテキスト）を提示し，記法グループには提案する対応

表に従って作成した BRモデルを提示する．両グループに

は記述内容の理解度を確認する質問に回答してもらう．こ

うして得られた両グループの回答結果（正答率）を比較す

る．正答率が高ければ，被験者にとって BRの内容の理解

が容易であったと見なす．

知識やスキルの高い被験者が一方のグループに偏ること

を回避するために，被験者を 4つの群に分け，質問ごとに

グループを構成する群の組み換えを実施した．

4つの群への振り分け方法と結果は以下のとおりである．

あらかじめ，参加予定の被験者全員を 4つの群（無作為，

かつ均等人数）に分けたうえで，実験当日に被験者の座席

を指定し，後述の実験資材を各座席に配布した．一方，実

験の当日に欠席者が出たため，結果としては各群の人数は，

1群-12人，2群-14人，3群-13人，4群-8人となった．

表 4 に示すように，本実験では問題ごとに 2群ずつを組

み合わせて，2つのグループに配置し直す．たとえば 1群

の被験者は，質問 1，3，5，7では自然言語グループに配置

される．一方，質問 2，4，6，8，9では記法グループに配

置される．

実験に先立ち，被験者全員に対して表 3 であげられてい

る記法のレクチャを実施した．説明ではレクチャ資料を被

験者に配布し，初めの約 30分で記法の説明を行った．そ

の後，質疑応答の時間（約 15分）も確保し，被験者からの

質問に対して追加説明等を実施した．各問題の回答には制
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表 4 質問項目とグループ構成

Table 4 Questions and experimental groups.

限時間を設定した．

6.2 実験資材

実験で利用した 9問の BRテキストは，企業・組織の基

幹系システムの開発時に参照される文書を想定し，公開

されている法令・規定のなかから 3つ（就業規定・責任規

定 [23]，労働基準法 [28]，旅費運賃規定 [27]）を選択した．

これらの法令・規定から，システム仕様の制約になりうる

個所を条文単位で抽出し，問題（BRテキストと質問）を

作成した．

実験の被験者は企業での勤務経験はないことから，会社

組織の規定に関する一般的な知識，および読解の経験・ス

キルは有していない．そのため，実験で利用する BRテキ

ストに関する事前知識は，被験者間で差はない．

実験で使用した問題の 1つ（問題 5）を示す．以降では，

本問で自然言語グループに提示した BRテキストの内容，

記法グループに提示した BRモデル（ステートマシン図），

質問と正答を記す（他の 8個の問題は付録 A.2参照）．

6.2.1 BRテキスト

BRテキストの分類は，粗粒度「推論」の「事物などの

状態の変化の指定」である．

• BRテキスト：

労働者の休職から職務への復帰または退職を以下のよう

に定める．

労働者が，次のいずれかに該当するときは，所定の期間

休職とする．

1© 業務外の傷病による欠勤が 3カ月を超え，なお療養を継

続する必要があるため勤務できないとき（2年以内）

2© 業務を理由とする傷病により休職させることが適当と

認められるとき（必要な期間）

第 2項 休職期間中に休職事由が消滅したときは，原則

として元の職務に復帰させる．ただし，元の職務に復帰さ

せることが困難又は不適当な場合には，他の職務に就かせ

図 4 BR モデル（ステートマシン図）*1

Fig. 4 Business rule model (State machine diagram).

表 5 2 群比率の差の検定

Table 5 Statistical analysis result.

ることがある．

第 3項 第 1項第 1号により休職し，休職期間が満了し

てもなお傷病が治癒せず就業が困難な場合は，休職期間の

満了をもって退職とする．

6.2.2 BRモデル

上述の BRテキストの分類記法はステートマシン図にな

る（表 3 参照）．図 4 に BR テキストの内容を表したス

テートマシン図を示す．

6.2.3 質問と正答

比較実験において提示した，BRの内容に関する質問は

以下のとおりになる．本質問の正答は，8/21になる．

• 質問：
以下の文章中の＿を答えなさい．

「業務外の傷病により 5/1に入院し，医師から 6カ月以

上の入院治療が必要と伝えられた．5/20までは有給休暇を

取れるので，5/21から欠勤になる．休職扱いになるのは，

＿月＿日以降である．なお，「有給休暇を使った疾病の治

療は欠勤とは言わない」とする．

6.3 実験結果

表 5に両グループの全体（9問）の正答数と誤答数を示す．

9つの質問に対する両グループからの回答はすべて回収で

きた．正答率は，自然言語グループが 59.7%（= 130/215），
*1 文献 [12] の p.81 をもとに筆者が編集．
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図 5 問題別の正答率

Fig. 5 Results (Correct rate).

表 6 問題別の正答状況

Table 6 Experimental results.

記法グループが 73.3%（= 151/208）であった．両グルー

プの正答率に関して 2群比率の差の検定を行い，両グルー

プの正答率に差があるかを検討した．その結果，カイ二乗

値 � 10.48（p < 0.0001）となり，有意な差を確認できた．

すなわち，記法グループは，自然言語グループよりも高い

正答率であることが認められた．

問題別の正答状況，正答率を図 5・表 6 に示す．9問の

正答状況の内訳は，8問は記法グループの正答率が自然言

語グループを上回り，残りの 1問（問題 1）は正答率がほぼ

同等となった．9つの記法のすべてにおいて，記法グルー

プの正答率は改善もしくは同等であることが確認できた．

以上より，記法グループは，自然言語グループよりも BR

の内容を正しく理解できたことが認められた．提案する対

応表での BR可視化の効果を示すことができた．

6.4 実験のまとめ

前節の実験結果より，記法グループの正答率は自然言語

グループを上回る結果となった．記法グループは，記法で

記述された BR（BRモデル）を読解する過程において，内

容をより正確に理解することができたといえる．

本実験で使われた 9つの問題は，BRテキストの内容，

およびそれにともない自然言語の記述量に差があることか

ら，各問題で難易度に差がある可能性もある．しかしなが

ら，本実験の目的は，BR可視化の対応表（記法の選択内

容）の妥当性を検証することである．この目的のために，

各問題の BRテキストと，BR可視化の対応表が選択する

記法（推奨記法）を適用した BRモデルにおいて，相対的

な評価（正答率の評価）を実施した．結果は，前節に記し

たように 9つの記法すべてにおいて記法グループの正答率

は改善もしくは同等であることを確認した．BRモデルの

正答率が相対的に高い結果を受けて，BR可視化の対応表

が示す記法の選択内容が正しいこと（妥当性）を検証でき

た．このように，本実験では BRテキストと BRモデルの

相対的な評価を実施しており，それぞれの記法の優劣を個

別に評価しているわけではない．そのため，各問題間の難

易度の差は，提案内容の妥当性（記法の選択内容の正しさ）

を議論するうえでは影響は受けない．

以上の実験結果より，実際のシステム開発の現場で，開

発者（設計者）は自然言語の BR（BRテキスト）をその

まま読解するのではなく，提案する BR可視化の対応表が

選択する記法で記述した BR（BRモデル）を読むことで，

BRの内容をより正確に把握できることが示せた．本稿の

3章の利用シーンで述べた内容（BR可視化の効果）を確

認できた．

7. 考察

7.1 妥当性と信頼性

実験結果を考察するうえでは，妥当性（内部妥当性・外

部妥当性）と信頼性を評価する必要がある．

内部妥当性は，実験結果が何らかの因果関係の確立を示

す内容であるかの程度を意味する．本実験における内部妥

当性の脅威としては，被験者の知識・経験の相違が，実験

結果（正答率）に影響を与える可能性があげられる．しか

しながら，本実験の被験者は，全員が同一の大学の所属で

あり，同一の専攻（ソフトウェア工学）である．加えて，

実験で利用した BRテキストに関する事前知識も被験者間

で差はない．実験では被験者を 4つの群に分けた．各群の

人数に差が発生したことから，知識やスキルの高い被験者

の構成分布に，群によって多少の偏りが発生した可能性も

考えられる．そこで，知識やスキルを有する被験者が 2つ

のグループ（自然言語・記法）のどちらか一方に偏ること

を回避するために，質問ごとにグループを構成する群の組

み換えを実施している．このような事実は本実験の内部妥

当性を確保しうるものである．

外部妥当性は，実験結果が一般化しうる内容であるかの
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程度を意味する．本実験における外部妥当性への脅威は，

たかだか 9 個の限定された BR について自然言語と記法

の理解容易性を比較していることである．しかしながら，

実験で利用した BRテキストの抽出元（就業規定・責任規

定 [23]，旅費運賃規定 [27]，労働基準法 [28]）は，企業・組

織の基幹系システムの開発の際に参照される法令や規定の

代表的なものである．就業規定や旅費運賃規定は，勤怠管

理・経費管理を行ううえで必要である．責任規定は，企業・

組織内のあらゆる決裁・承認管理を行ううえで必要となる．

労働基準法は，労働者を雇用する企業・組織は必ず準拠し

なければならない．このような法令・規定は，業種・業界

を問わず，企業・組織が基幹系システムを開発する際に参

照される文書（BR）である．また，記法グループに適用し

た 9個の推奨記法は，その多くがシステム開発において広

く利用されている記法を集めた記法カタログから選定され

たものである．以上のような事実は本実験の外部妥当性を

確保しうるものである．

信頼性は，比較実験を繰り返して同じ結果が得られるか

の程度を意味する．本実験における信頼性への脅威は，1

回の比較実験のみで評価・考察をしている．しかしながら，

本実験で利用した，BRテキスト，BRモデル，質問はす

べて様式を定義している（付録 A.2参照）．また，記法グ

ループの被験者に対して，BR可視化の対応表の内容を説

明するレクチャ資料も策定している（付録 A.1参照）．こ

れらの様式・レクチャ資料を用いることで，他の研究者も

本実験の実施が遂行可能である．

7.2 活用上の留意点

本稿で提案した BR可視化の対応表を参照し，推奨記法

を選択したとしても，開発者（図 1，2 における要求エンジ

ニア）のモデリング能力が低く，BRテキストから BRモ

デルに適切に記述（可視化）ができなければ，可視化の効

果は限定的になる．本稿の貢献は，実務者の記法選択のノ

ウハウを形式知化したことであり，要求エンジニアが BR

テキストの記法を選択するうえで有益な情報を提供するも

のである．一方で，記法の選択後に適切に BRモデルを作

成することに関しては本稿の対象外になる．提案する BR

可視化の対応表を開発プロジェクトに適用するうえでの留

意点として，プロジェクトに属する要求エンジニアが，対

応表の推奨記法に関する知識・経験を有することが前提と

なる．しかしながら，適用する記法は BRの内容により選

択するべきである [3]と述べられているように，記法に関

する知識・経験のみでは BRに適した記法で記述できると

は限らない．そのため，BR可視化の対応表が有用となる．

一方で，BR可視化の対応表を活用せずに要求定義を遂

行する状況も存在する．たとえば，システム画面の操作性

やユーザビリティを確認するためにデモシステムやモック

アップを開発する場合があげられる．この状況では，初め

にユーザ要求に基づいて動くもの（デモシステムやモック

アップ）を作ることが優先される．それらを実際にユーザ

が利用したうえで，ユーザからのフィードバックに基づき

システム画面の仕様を固める．この段階ではユーザ要求の

確認・検証が重要であり，BRを理解する必要性は低い．提

案する BR可視化の対応表が活用されることはないといえ

る．一方で，本格的にシステム開発をする段階に進めば，

ユーザの属する企業・組織の準拠する法令や規定（BR）を

理解したうえで，システムの仕様を確定することになる．

この段階まで進むと，BR可視化の対応表が活用される状

況になる．

8. まとめと今後の課題

本稿では BR可視化の対応表を提案し，その有効性の検

証を実施した．対応表は，モデリングの視点に基づいてBR

の内容を階層的に系統立てた「BRの階層分類」と「推奨

記法の割当て」から構成される．BRの階層分類の最下層

には，25種類の分類を定義した．これらの分類に対して，

推奨記法の割当てには，理解容易性の向上に有効な 13個

の記法（図，表，グラフ等）を割り当てた．BR可視化の対

応表を活用することで，開発者（要求エンジニア）は，読

解対象の BRの種類を把握し，その種類に応じて理解容易

性向上に寄与する記法の選択ができるようになる．本稿で

は，提案する対応表の効果検証の実験を実施した．47人の

被験者を，BRテキストを読解するグループ（自然言語グ

ループ）と，BRモデルを読解するグループ（記法グルー

プ）の 2つに無作為に配置した．両グループに記述内容の

理解度を問う質問を提示し，回答結果（正答率）を比較し

た．なお，質問ごとにグループを構成する被験者の組み換

えも実施した．結果は，記法グループに配置された被験者

は，自然言語グループに配置された被験者よりも BRの内

容を正しく理解できることが観測された．以上により，提

案する BR可視化の対応表の効果を確認できた．

2章の関連研究で述べたように，BRをどのように分類

するのかの議論は多くの研究者や実務家で議論がなされて

きた．一方，BRをどのように表現（図表化）するのかの

議論もなされてきた．本稿の貢献は，これまでの BRの分

類と表現（図表化）に関する研究内容を統合し，1つの枠

組み（BR可視化の対応表）として確立したことである．

2章の関連研究を調査した限り，過去にこのような枠組み

を提案した研究は存在しない．本稿のもう 1 つの貢献は

比較実験による提案する枠組みの効果検証があげられる．

BRを図表化することの有用性は既存研究でも指摘されて

いる [1], [3], [11], [18]．本稿では，BR可視化の対応表の

効果を定量的に測定し，評価を実施した．このような実験

結果は，システム開発の現場において，要求エンジニアが

BRの記法を選択する際に有益な情報（記法選択の根拠）

となる．
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今後も引き続き，様々な BRの文書に対して対応表を適

用し，対応表の改善・整備を進めていく．一方で，すべて

のテキストを図表化することは現実的とはいい難い．自然

言語と記法の表現の使い分けに関する検討を進めることも

残された課題である．加えて，対応表のシステム開発への

現場適用を推進するには，対応表の活用工数の省力化も重

要になる．BRの文書から BRテキストの抽出や，BR分

類の選択の自動化を支援するツールの開発も今後の課題で

ある．
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付 録

A.1 独自記法

A.1.1 フォーマット図*2

A.1.2 期限チャート*3

A.1.3 時間帯グラフ*4

*2 文献 [12] の p.102 の図をもとに筆者が編集．
*3 文献 [12] の p.100 の図をもとに筆者が編集．
*4 文献 [12] の p.101 の図をもとに筆者が編集．
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A.2 被験者実験の問題・質問・正答
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